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情報教育推進のための体系的な 

「情報活用能力」育成に関する研究 

 

荒川 憲行１    吉田 佳恵１    柴田 功１    立花 裕治２  

世界的規模での情報化社会の急速な進展の中、児童・生徒が「情報活用能力」を身に付け、情報社会に適応

できるための教育の充実が喫緊の課題となっている。そこで、児童・生徒の「情報活用能力」を効果的に育成

するため、小学校から高等学校の各段階に応じた目標について体系的に整理し、教科等における指導内容・学

習活動例、学習指導案等を作成し、こうした研究成果をガイドブックとしてまとめた。 

 

はじめに 

 

国際的な情報化社会の進展への対応に向け、平成 11

年 12 月に政府によって策定されたミレニアム・プロジ

ェクト「教育の情報化」以来、国や地方自治体はもと

より、学校や教職員、民間企業や NPO、保護者や地域

住民など、社会全体としての積極的な取組によって、

学校教育の情報化は急速に進んでいる。 

普通教室で使用するコンピュータや校内 LAN、教室

の高速インターネット接続環境などが整備され、イン

ターネット上の豊富な教材を授業で活用するための環

境が整い始めている。 

この教育環境の劇的ともいえる変化に対して、学校

や教職員は、情報コミュニケーション技術（以下「ICT」

という。）の活用に向け、様々な取組や努力を重ねて

きている。特に、教材や教具としての ICT 活用による

「わかる授業」の実現に向けた取組では、多くの成果

を挙げてきた。 

一方で、児童・生徒を取り巻く情報化の波は、イン

ターネットの掲示板や電子メールを利用した「いじめ」、

いわゆる「学校裏サイト」とよばれる Web サイトでの

誹謗中傷、偽りの情報による経済的な被害など、解決

すべき新たな課題を提起している。しかし、これらの

課題に対する学校教育としての対応は、一部の先進的

な取組事例はあるものの、十分であるとはいえない。 

このような状況の中、学校教育における情報化に対

応した取組として、特に、児童・生徒の「情報活用能

力」の育成、つまり「情報教育」の推進が喫緊の課題

となっている。 

そこで、総合教育センターでは、児童・生徒の「情

報活用能力」の育成のために、各学校での取組を推進

するための研究を行うこととした。 

 

 

 

 

 

研究の目的 

 

本研究の目的は、小学校から高等学校までの各段階

における体系的な児童・生徒の「情報活用能力」の育

成を図るために、具体的な「目標リスト」を作成し、

それを踏まえた「指導内容・学習活動例」を整理し、

更に学習指導案を作成し、これらを各学校で「情報教

育」を推進するためのガイドブックとしてまとめるこ

とである。 

 

研究の内容 

 

 本研究は、「情報活用能力」についての考え方の整

理、「目標リスト」の作成、「指導内容・学習活動例」

の整理の順で研究を進め、併せて学習指導案の作成と

授業実践を行った。   

 

１ すべての教科等での情報活用能力の育成の必要性 

これまで、児童・生徒の情報活用能力の育成に関す

る取組は、主に「情報処理能力の育成」と「情報モラ

ルの定着」の二つを中心に実践され、研究されてきた。 

前者は、我が国の情報教育の特徴ともいえるもので、

カナダで始まったメディアリテラシーを含み、まさに

「児童・生徒が情報社会に主体的に参画する」ために

必要となる基礎的・基本的な能力といえるものである。 

また、後者は、著作権や個人情報、電子情報の特性

の理解など「児童・生徒が望ましい情報社会を創造す

るため」に求められる基本的な考え方、態度の育成に

不可欠なものであるといえる。 

このように、これまでの取組は「情報教育」の本質

を外れるものでなく、児童・生徒の「情報活用能力」

の育成に効果的なものであることに間違いはない。し

かし、学習指導要領で「情報教育」が教科目標に明確

に位置付けられているのは、中学校の「技術・家庭科」

の技術分野「Ｂ情報とコンピュータ」と高等学校の教

科「情報」のみで、そのほかでは、高等学校の家庭科

や福祉科等において「情報モラル」の指導に言及され
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ているのみである。 

一方で、学習指導要領では、具体的な目標や指導内

容には言及していないが、全校種において、総則など

で、すべての教科・科目等での学習活動を通した「情

報教育」の実施を求めている。 

 

２ 情報活用能力の内容 

 文部科学省は、「情報活用能力」を、(1)情報活用の

実践力、(2)情報の科学的な理解、(3)情報社会に参画

する態度、の三つの観点に整理している。 

ここでは、この３観点について詳しくみていく。 

(1) 情報活用の実践力 

 この観点における能力について文部科学省は、 

(1-1) 課題や目的に応じた情報手段の適切な活用 

(1-2) 必要な情報の主体的な収集・判断・表現・処 

理・創造 

(1-3) 受け手の状況などを踏まえた発信・伝達能力 

の三つに分類している。この分類の中で、(1-1)は、

(1-2)と(1-3)を包括するとし、「情報活用の実践力」

は、主に情報を処理・伝達するなど、情報を活用する

際の「プロセス」（情報の収集から発信・伝達までの

手順）の理解と個々のプロセスの各段階において必要

となる「スキル」（情報手段の活用を含めた様々な知

識・技能等）の獲得を目的にしているといえる。 

そこで本研究では、情報活用の実践力を一連の情報

処理を含むような学習活動の中で身に付けていくもの

ととらえることとした。 

(2) 情報の科学的な理解 

 この観点における能力について文部科学省は、 

(2-1) 情報活用の基礎となる情報手段の特性の理解 

(2-2) 情報を適切に扱ったり、自らの情報活用を評 

価・改善するための基礎的な理論や方法の理 

解 

の二つに分類している。この分類の中で、(2-1)では、

情報伝達を行うための前提となる様々な知識のうち、

各種情報手段に共通する特性（工学的、数学的、統計

学的な原理、仕組み等）について扱うとし、特に、「コ

ンピュータ」、「インターネット」、「モバイル（携

帯電話等）」は情報伝達のすべての過程に関わりうる

特徴的な情報手段として、特出しして扱うこととして

いる。また、(2-2)における「理論や方法」とは、情報

学の基礎的理論や方法を念頭に置いているとしている。

これらは、(1)の情報活用の実践力における「スキル」

に深くかかわっているものと考えることができる。 

そこで本研究では、本分類の中で文部科学省が言及

している「一連の情報伝達過程における人間とコンピ

ュータ等との活動特性の相違」に着目し、(2-1)の「情

報活用の基礎となる情報手段の特性の理解」の中に、

工学的、数学的、統計学的な特性に加えて、人間の理

解に関わる要素として、「認知科学的な特性の理解」

や「人間の生態特性の理解」を含めて考えることとし

た。 

(3)情報社会に参画する態度 

 この観点における能力について文部科学省は、 

(3-1) 社会生活の中で情報や情報技術が果たしてい 

る役割や及ぼしている影響の理解 

(3-2) 情報モラルの必要性や情報に対する責任 

(3-3) 望ましい情報社会の創造に参画しようとする 

態度 

の三つに分類している。この分類の中で、(3-1)では、

情報そのものや情報手段、情報技術が社会に果たす役

割や及ぼす影響を、「良い影響」と「悪影響」を明確

化した上で、特出しして扱うこととしている。(3-2)

では、情報伝達を行うための前提となる、違法行為や

不適切行為の回避策、犯罪行為の被害からの回避を目

的とした「情報安全教育」などを「情報モラル」と位

置付け、その習得を特出しして扱うこととしている。

そして、(3-3)では、(3-1)と(3-2)を包括し、情報伝達

を行うための前提として認識しておくべき根本的な考

え方として、「コミュニケーションを重視する考え方」、

「メディアから収集した情報を常に批判的に捕らえる

考え方」などを扱うこととしている。 

そこで本研究では、情報化社会のいわゆる「光の部

分」だけではなく「影の部分」を理解し、「望ましい

情報社会」とは何かを考え、「その創造に主体的に参

画」する態度の育成を重視することとした。 

 

３ 情報活用能力の育成目標 

(1) プロセスとスキル 

２の(1)で述べたような情報を活用する際の「プロセ

ス」として、収集、判断、処理（分類、加工、編集等）、

創造、表現、発信・伝達といった一連の手順が学習活

動の中で実施されるようにすることは、情報活用能力

の育成において重要である。教科等の学習において、

調べ学習はもとより、教員の発問に対する児童・生徒

の応答、練習問題の解答、芸術作品の鑑賞後の感想文

や作文など、普段の学習活動において、児童・生徒の

個々の活動や思考がこの「プロセス」を踏むように適

切な支援を行うことが、「情報活用能力」の育成に結

び付く。これは、通常の学習活動の中で容易に実現可

能なもので、教科等の学習に負担をかけるものではな

い。 

また、「プロセス」の各段階では、情報手段の活用

を含めた様々な知識・技能等としての「スキル」が必

要となる。例えば、情報の収集時のインターネットで

の検索や図書室での書籍検索、処理（分類、加工、編

集等）の際の電卓や表計算ソフトウェアの活用、情報

をやりとりする場合などにおける情報モラルに関する

知識、プレゼンテーションソフトウェアの活用などで

ある。本研究では、ブレーンストーミングなどのグル
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ープでの協議方法や付箋紙法などの問題解決の方法な

ど、「プロセス」のある段階を実行するための知識・

技能等も「スキル」に位置付けることとした。 

このように、前述の「プロセス」に着目した学習活

動を行うことは、児童・生徒の「情報活用能力」を育

成するとともに、その構成要素である「スキル」も効

果的に身に付けることができると考えた。 

(2) プロセスを習得する多様な学習形態 

３の(1)で述べたとおり、児童・生徒が学習活動を行

う際に、その個々の活動や思考が「プロセス」を踏む

ように適切な支援を行うことが、「情報活用能力」の

育成に結び付くものであるが、この「プロセス」につ

いては、学習形態に着目することが非常に重要である。  

学習形態はその目的によって、様々な分類が提案さ

れている。小学校学習指導要領の総則では、「総合的

な学習の時間」の取扱いの中で「グループ学習や異年

齢集団による学習などの多様な学習形態（中略）につ

いて工夫すること」としている。 

本研究のスーパーバイザーである東京工業大学赤堀

氏は、アジアや北欧諸国の教育理念や授業形態、ICT

活用の実態、教材など、学習を構成する様々な要素を

比較分析し、その結果として、次のような内容を述べ

ている。 

教育理念や教育システム、ICT の活用状況はアジア

と北欧で異なることや日本は、教材の質と教員の指導

技術の高さが目立つことなどが明らかとなった。今後

日本が取り入れていくべき学習形態としては、一斉授

業をベースに、課題追究型のグループ学習により個別

学習の機会を確保するようなスタイルが考えられる。 

また赤堀氏は本研究において、具体的な学習形態と

して、「教師中心」のものと「児童・生徒中心」のも

のとがあり、前者には「講義」、「一斉指導」、「個

別指導」、「質疑応答」を、後者には「グループ学習」、

「ペア学習」、「個別学習」、「課題発表」を挙げて

いる。 

このように、児童・生徒が学習活動において「プロ

セス」を踏むように適切な支援を行う際に、多様な学

習形態を学習活動に取り入れることは、「情報活用能

力」の育成に大きな効果をもたらすものと考えられる。 

そこで本研究では、教科等の学習指導案を作成する

際に、分類された学習形態を位置付けることとした。 

(3) スキルを習得する多様な教材 

 前述のように、赤堀氏は、日本は教材の質の高さが

目立つとし、プリントなどの自作教材や ICT を活用し

た教材の質の高さを指摘している。教材とは一般的に、

教科等のねらいや指導計画を踏まえて、児童・生徒に

提供されるもので、学習活動の流れに沿ったものであ

る。教材を工夫することは、教科等のねらいを達成す

るために重要な要素であると同時に、情報活用能力育

成の観点からも大切な要素である。 

 例えば、ワークシートは様々な授業場面で使用され

るが、ある課題に関しての発表の場面で、発表を聞く

側の児童・生徒が利用するワークシートを、「聞き取

りメモ」として工夫すれば、情報の発信者としての視

点だけではなく、受信者の視点からも情報を評価でき

るようになる。そうすることにより、「情報活用の実

践力」や「情報の科学的な理解」の能力の育成も期待

できる。つまり、教材の工夫により、効果的・効率的

な「情報活用能力」の育成が可能となる。 

(4) 中学校「技術・家庭科」の技術分野「Ｂ情報とコ 

ンピュータ」及び高等学校「情報」の役割 

 児童・生徒の「情報活用能力」の育成が急務となっ

ている背景には、情報化社会の進展があることはいう

までもない。つまり「情報活用能力」を構成する「プ

ロセス」や「スキル」には、例えばコンピュータの基

本的な操作やソフトウェアの活用など、コンピュータ

や情報通信ネットワーク等の情報手段を活用するため

の技能が大きく関係していることを否定することはで

きないのである。 

 ワープロソフトによる文書の作成技能や表計算ソフ

トウェアの活用技能、プレゼンテーションソフトウェ

アの活用技能、インターネットでの情報検索技能など、

様々な情報手段の活用技能が、「情報活用能力」の「ス

キル」として必要である。 

 この様々な情報手段の活用技能を、普段の学習活動

の中で身に付けることは難しい。そこで、教科等の目

標及び内容の中で、「情報」が課題例の一つして挙げ

られている小学校の「総合的な学習の時間」や、中学

校の「技術・家庭科」の技術分野「Ｂ情報とコンピュ

ータ」、高等学校の「情報」において、それぞれの発

達段階に応じて身に付けるようにする必要がある。こ

れにより、その他の教科等の学習における「情報活用

能力」の育成が円滑に行われようになる。 

(5) その他の教科等の役割 

通常の学習活動においては、中学校での「技術・家

庭科」の技術分野「Ｂ情報とコンピュータ」や、高等

学校での「情報」などでの様々な情報手段の活用技能

についての既習内容を、教員が十分に理解した上で、

情報手段の活用技能を含めた「スキル」を活用したり

身に付けたりすることで、「情報活用能力」の育成を

図ることが重要である。 

また、本研究で着目している「認知科学的な特性の

理解」や「人間の生態特性の理解」に関する知識や「ス

キル」については、例えば、理科、家庭科、保健体育

科などの教科で扱うことが考えられる。 

(6) 特別支援教育における情報教育 

基本的には、教育等の目標及び内容は小学校、中学

校、高等学校に準じている。しかし、特別支援教育の

対象となる児童・生徒の教育的ニーズは多様なことか

ら、情報活用能力の育成に当たっては、一人ひとりの
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児童・生徒が、教育的ニーズに合った「スキル」を学

び、その「スキル」を生かして一つ一つの「プロセス」

に丁寧に取り組めるようにすることが重要である。な

お、この営みは、児童・生徒の自立と社会参加につな

がる「生きる力」を育むための児童・生徒と教員のや

りとりや、児童・生徒と他者とのやりとりそのものを

意味する。 

 その際には、一人ひとりの児童・生徒の教育的ニー

ズを的確にとらえて、一貫性を持って計画的に取り組

むこと、そして、一つ一つの指導に当たっては、やり

とりを丁寧に行い、児童・生徒が主体的に考えて活動

できるようにすることが大切である。 

 さらに、障害や特性に応じたアシスティブテクノロ

ジーの積極的な活用について検討する必要がある。な

お、そのためには、指導に当たる教員の知識と技術の

向上について、積極的に支援していくことが重要であ

る。 

 

４ 情報活用能力育成のための指導内容及び学習活動 

(1) 目標の設定と教科指導における具体的な指導内 

容・学習活動例 

本研究では、前述の「情報活用能力」の(1)情報活用

の実践力、(2)情報の科学的な理解、(3)情報社会に参

画する態度の３観点とその中に含まれる、(1-1)、(1-2)、

(1-3)、(2-1)、(2-2)、(3-1)、(3-2)、(3-3)の８分類

を基本とし、「火曜の会 『情報教育の目標リスト』」、

「平成 16 年仙台市教育センター情報教育推進委員会 

目標リスト部会『目標リスト』」、「日本教育工学振興会 

『すべての先生のための“情報モラル”指導実践キッ

クオフガイド』」等を参考として、「情報活用能力」育

成のための「目標リスト」（例）を作成した。この「目

標リスト」は、小学校から高等学校までの各段階にお

ける体系的な児童・生徒の「情報活用能力」の育成を

図るための具体的なものである。 

この「目標リスト」は、情報活用能力の３観点と８

分類のそれぞれについて扱っており、小学校低学年、

小学校中学年、小学校高学年、中学校、高等学校の５

段階に分かれ、体系的に目標が把握できるようになっ

ている。（第 1 図） 

さらに、「目標リスト」によって、「情報活用能力」

育成のための目標を設定した次の段階として、文部科

学省「初等中等教育の情報教育に係る学習活動の具体

的展開について」の中の「情報教育の目標で分類した

学習活動一覧」の「情報教育に関係する指導内容及び

学習活動例」を参考とし、調査研究協力員の協力を得

て、各発達段階を考慮しながら具体的な指導内容や学

習活動例を多くの教科等を取り上げて提示した。 

今回「情報活用能力」育成のための「目標リスト」

（例）、教科等における「指導内容・学習活動例」の一

例を示したことで、それぞれの段階で何をどの範囲ま

で行えばよいのか、また、次の段階で何が行われるの

かなど、体系的な「情報活用能力」育成の目標が明確

となり、それぞれの校種における、中・長期的な視点

に立った「情報活用能力」の育成を可能とすることが

できるようになったと考える。 

前述のとおり、中学校における「技術・家庭科」の

技術分野「Ｂ情報とコンピュータ」と高等学校の「情

報」では、生徒の「情報活用能力」の育成が目標にな

るが、その他の教科等では、単元・題材のねらいや各

授業におけるねらいがある。そこで本研究では、それ

らを踏まえた上で、どのように「情報活用能力」育成

の視点を取り入れた授業を行うか、また、どのような

学習形態が「情報活用能力」育成に関係するか等を考

慮した学習指導案を作成した。 

そして、調査研究協力員による授業実践を通して、

「情報活用能力」の育成がどのように図られたかとい

うことについて、成果と課題をまとめた。 

作成した学習指導案は次のとおりである。 

＜小学校＞ 国語、社会、図画工作 

 ＜中学校＞ 国語、社会、数学、理科、外国語 

 ＜高等学校＞国語、地理歴史、数学、理科、外国語 

＜特別支援学校＞音楽と自立活動（合わせた指導）、

職業（作業学習） 

(2) 授業実践の検証結果 

 授業実践から明らかになったことは、教科等におけ

る単元・題材のねらいや各授業におけるねらいを達成

するため、これまで行ってきた取組の中に、多くの情

報活用能力育成のための場面があったということであ

る。 

 それを意識せずに今まで授業を進めてきたが、教員

が情報活用能力育成の視点を意識しながら授業を行い、

また、児童・生徒が意識して授業を受けることで、そ

の育成が図れる場面が多くあるということである。 

第１図 「目標リスト」の例 
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例えば、広告や看板等を見る時に、児童・生徒に情

報の発信者側の意図について意識させて授業を行った

ところ、「あまり発信者の意図について考えたことが

なかったので、授業は楽しく勉強になった」等の感想

が挙がった。また、調べ学習等で資料を作成する際に

は必ず出典を明記することを機会あるごとに児童・生

徒に伝えることで、情報モラルの意識が高まってきた

という成果が挙げられた。 

 また、特定の教科で３観点８分類の能力をすべて育

成するのは困難であり、各教科等で情報活用能力の視

点を取り入れ、相互に不足する部分を補いながら、様々

な教科等で情報活用能力の育成を図ることができるよ

うに、各学校においてカリキュラムを開発することが

重要であることが分かった。 

(3) 教科外活動における情報教育 

児童・生徒の「情報活用能力」育成の機会は、教科

等での学習活動に限ったことではなく、教科外活動に

おいても、その育成が期待できる場面が多くある。 

文部科学省も、平成 18 年８月の「初等中等教育の情

報教育に係る学習活動の具体的展開について」の中で、

学習活動例の他に、独自の活動例を加えることにより

充実した情報教育の推進が期待できるとしている。 

そこで本研究では、教科等における学習活動と同様、

教科外活動においても、児童・生徒の「情報活用能力」

を育成するための活動例について、３観点・８分類に

合わせて提示することを試みた。そして、学級・ホー

ムルーム活動、児童会・生徒会活動、学校行事、クラ

ブ活動・部活動等における、「情報活用の実践力」や

「情報社会に参画する態度」を中心とした具体的な活

動例を提示した。 

なお、本稿では紙幅の関係で、「目標リスト」、「指

導内容・学習活動例」、「学習指導案」、教科外活動

における活動例を掲載することはできないので、詳し

くは、総合教育センター発行の「情報教育推進ガイド

ブック」（平成 20 年３月）を参照されたい。 

 

研究のまとめ 

 

本研究では、児童・生徒に身に付けさせたい「情報

活用能力」について「プロセス」、「スキル」、「学

習形態」という考え方や各種の資料等を参考にしなが

ら、小学校から高等学校までの各段階における体系的

な児童・生徒の「情報活用能力」の育成ための「目標

リスト」（例）を作成した。また、それぞれの発達段

階に応じた「指導内容・学習活動例」についても多く

の教科で例示した。さらに、教科等における「情報活

用能力」育成の視点を取り入れた学習指導案を作成し、

授業実践を通してその成果と課題をまとめた。 

そして、こうした研究の成果をガイドブックとして

まとめた。 

今まで「情報活用能力」育成の重要性は広くいわれ

てきたが、それをどの発達段階でどのように行えばよ

いのか、また授業等でどのように育成を図っていけば

よいのかなど、体系的なモデルを具体的に提示した例

はほとんどない。 

本研究で、「情報活用能力」の育成のために、体系的

な「目標リスト」（例）、「指導内容・学習活動例」を提

示することができたことは、「情報教育」の推進・定着

にとっての前進であると考えている。 

また、児童・生徒の情報活用能力育成に各学校が取

り組むためのガイドブックを作成したことも、本研究

の成果の一つといえる。 

これからは、急速な情報化社会の進展に伴い、児童・

生徒が身に付けるべき情報活用能力も変化していくこ

とが考えられる。本研究の成果を普及させながら、そ

の変化に応じた適切な情報教育について研究していく

ことが重要である。 

 

おわりに 

 

 平成 20 年１月に出された中央教育審議会「幼稚園、

小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指

導要領等の改善について(答申)」において「社会の変

化への対応の観点から教科等を横断して改善すべき事

項」として「情報教育」が取り上げられている。 

 具体的には、情報化社会の急速な進展に伴い、「情

報教育が目指している情報活用能力をはぐくむことは、

基礎的・基本的な知識・技能の確実な定着とともに、

発表、記録、要約、報告といった知識・技能を活用し

て行う言語活動の基盤となるものである。」と述べて

おり、現在そしてこれからの学校教育を考える上で、

児童・生徒が「情報活用能力」を身に付けることは、

必須といえる。 

 「情報活用能力」を育成するには、体系的・具体的

なカリキュラムモデルが必要であり、本研究がこれか

らの学校の取組の参考になれば幸いである。 

今後は各学校の取組を支援するとともに、情報化社

会の変化に伴って、更なる研究や開発に取り組んでい

きたいと考えている。 

最後になるが、東京工業大学の赤堀侃司氏には、御

多忙にもかかわらず、本研究のスーパーバイザーとし

て御助言を頂き、心よりお礼申し上げる。また、調査

研究協力員の先生方にも感謝申し上げる。 

［調査研究協力員］ 

 藤沢市立秋葉台小学校   石井 宏樹 

 綾瀬市立早園小学校    浅野 邦彦 

 平塚市立崇善小学校    井上 満 

 厚木市立依知南小学校   山中 隆 

 藤沢市立片瀬中学校    小嶋 丈典 

 三浦市立初声中学校    沖山 聡 
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 座間市立東中学校     川崎 智子 

 秦野市立南が丘中学校   武 政志 

 小田原市立鴨宮中学校   木村 久美子 

 県立神奈川総合高等学校  木村 幸夫 

 県立藤沢高等学校     猪飼 誉之 

 県立湘南台高等学校    武井 勝 

 県立相模原高等学校    川端 啓明 

 県立相模大野高等学校   原野 聡美 

 県立三ツ境養護学校    礒部 恒雄 

 県立麻生養護学校     香川 匡人 

［助言者］ 

 東京工業大学  赤堀 侃司 
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